
不動産ＩＤ（※１）については、令和５年度に不動産ＩＤ確認システムの試作を行うとともに、当該システ
ムを用いた実証事業を行ったところです。 

今般、令和５年度実証事業で明らかになった課題等について共有するとともに、これらの課題等を踏まえた不
動産ＩＤの今後の取組の方向性を提示するため、「第２回不動産 ID 官民連携協議会」（※２）を開催いた
します。 

 

 
              

 

 
令 和 ６ 年 ６ 月 19 日 
不動産・建設経済局不動産市場整備課 

第 2 回 不動産 ID 官民連携協議会を開催します！ 
～令和５年度に明らかとなった課題等を踏まえた今後の取組の方向性を提示～ 

 

 

 
 
 

 
（※１）土地・建物を一意に特定する共通番号で、全国の不動産それぞれに付与しデータ連携のキーとして用いる

ことにより、各不動産情報の名寄せや連携をスムーズに行うもの。 
（※２）不動産 ID 官民連携協議会の構成は別紙のとおり。 

1. 概要 
（1） 日時 

令和６年６月 25 日（火） 11：00～12：00 
（2） 形式 

オンライン 
（3） 当日の主な流れ 

1. 令和５年度の実証事業者からの結果報告 
2. 令和５年度の実証事業で明らかとなった課題等の共有 
3. 令和６年度における取組の方向性 

2. 開催案内 
○ 本協議会は、協議会会員のみ参加可能となりますが、報道関係者も含め非会員の方も傍聴することが

可能です。傍聴をご希望の方は、事前登録が必要ですので、６月 21 日（金）10:00 までに、下記
URL に必要事項を記載のうえ、登録をお願いします。御案内は、６月 24 日（月）中に、ご登録いた
だいたメール宛に御連絡いたします。 

傍聴登録 URL：https://forms.office.com/r/p1MNnFBcAP 
○当日の資料については、会議前日までに国土交通省ホームページに掲載しますので傍聴者においてダウ

ンロードなどを行ってください。 
資料掲載 URL： 
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/tochi_fudousan_kensetsug
yo_tk5_000001_00025.html 
 

 

 

お問合せ先 
不動産・建設経済局不動産市場整備課 片田、仙田、佐藤 
TEL：03-5253-8111（内線 30657）直通：03-5253-8382  



不動産ID官民連携協議会（構成）
団体、民間企業、自治体等31３会員、有識者、関係府省庁にて構成。

不動産分野を中心に、防災・防犯、金融・保険、宅配・物流等幅広い分野から関心が寄せられて

いる。

1. 正会員

（１）団体会員：45団体

（２）個社会員：２００社

（３）地方公共団体会員：68団体

2. オブザーバー：学識経験者等の有識者

※関係する府省庁も参画。

別紙

構成構成

2023(R5)年５月30日：第１回官民連携協議会（「建築・都市のDX」官民ロードマップ共有、実証事業の紹
介等）
2024(R6)年６月25日（予定）：第２回官民連携協議会（実証事業の結果報告、明らかとなった課題等を踏
まえた今後の取組の方向性を提示）

開催実績開催実績

○参画する民間企業等の業種別内訳

（計313会員、令和６年１月31日時点）

会員数業種

94不動産

31建設・建築・設計

14金融・保険

19運輸・通信

3卸売小売・飲食

2防犯・警備

2電気・ガス

会員数業種

13地図・測量

2大学・研究機関

28システム・ソフトウェア

19コンサル・シンクタンク

4AR・XR

13その他


